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〈論 説〉

公益法人における指導監督型会 言

情報公 開型会計 フ レー ムワー クへ の手 がか りとして

計 フ レー ム ワー クの再検 討

岡 村 勝 義

1.は じめ に一問題の所在 一

20世 紀最後の10年 間であ る90年 代は,俗 に 「失 われた10年 」 といわれる。 日本経済 がバ ブ

ルの陶酔か ら失意の どん底 に突 き落 とされ,沈 滞 した空気が横溢 し続 けた10年 で もあったか ら

である。 しか し,こ の ような状況の中にあって,公 益法人については,そ の指導監督について画

期的 といえることが行われた(1)。

それは,1986年 に設定 され運用 されていた 「公益法人の運営 に関する指導監督基準」が10年

振 りに大改訂 され,1996年 に 「公益法人の設立許可及 び指導監督基準」が設定 された とい うこ

とである。 この新 しい指導監督基準が画期的 といえるのは,そ の前文に基づいてわが国初の 『公

益法人白書』が1997年 に公表 され,さ らにその基準 に よって,個 別公益法人 に対す る閲覧に よ

る一般への情報開示が実質的 に1999年 か ら行われるようになったか らである。すなわち,1996

年 の新指導監督基準 は,1990年 代後半か ら始 まる公益法 人にお ける 「情報公 開時代」の幕 開け

の契機 となったのである。

1996年 の新指導監督基準 の革新性 は この点のみ に限定 されるわけで はないが,こ こに検討 し

ようとしている,公 益法人の"会 計 フレームワー ク"に つ いていえば,そ の ような 「情報公開ま

たは情報開示」が新たに指導監督基準 に盛 り込 まれたことは,か か る"会 計 フレーム ワー ク"に

決定的な影響 を与えないはず はない。公益 法人につい て90年 代後半か らなぜ情 報開示が要請 さ

れるようになったのか,と い う問題は もとより関心のある ところであるが,こ こでは主 として公

益法人の会計 フレームワークについて起 こりうべ き変化 の方 にむ しろ関心がある。

1996年 に新指導監督基準が設定 されて後,2001年12月 には,「 公益法人会計基準 の見直 しに

関す る論点 の整 理(中 間報告)」 が公益 法人会計 基準検 討会 に よって公 表 され た。 この検討 会

は,2000年4月 に総理府(現 総務省)公 益法人行政推進室内 に設置 され,現 行 の公益法人会計基

準の問題点 を整理 し,今 後の改正の方向について検討す ることを目的 としている。かかる 「論点

整理」は,公 益法人について革新 的な会計 フレームワークを提示 しているため に,公 益法 人関係

者に大 きな反響 を与えている し,ま た学界か らも注 目されている。

革新的な会計 フレームワークを有 している 「論点整理」 の検討を通 じて,情 報公開または情報
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開示 の 目的 に相応 しい,公 益 法 人 にお け る会計 フ レー ム ワー ク とは どの よ うな もので あ るか を考

え る こ とは,21世 紀 の 公益 法 人 の あ り方 を考 え る う え で も き わ め て重 要 で あ る。 しか しなが

ら,そ の よ うな検 討 に先 だ って,予 め 行 って おか なけれ ば な らな い作 業 が あ る。 それ は,公 益 法

人 に対 す る現 行 の会 計 フ レー ム ワー ク とは どの よ うな もの か,と い う検 討 で あ る。 とい うの は,

その よ うな検 討 な くして,現 行 の 会 計 フ レー ム ワ ー クか ら革 新 的 な そ れ へ の 変 化 にお け る"継

続"と.,断 絶"を 識 別 す る こ とが で きない か らで あ る。

実 は,す で に これ と同 じ発想 の も とで 現 行の 公益 法 人会 計 フ レー ム ワー クにつ い て点 検 を試 み

た こ とが あ る(岡 村[2000b]pp.4--14)が,こ こで は,新 た に 公表 され た 「論 点整 理 」 を意 識 しつ

つ9改 め て現 行 の 公益 法 人 会計 フ レー ム ワー クにつ いて"再 検 討,・を加 え たい。 す なわ ち,公 益

法 入会計 フ レー ム ワー クにつ い て現在 もっ と もホ ッ トなテー マ に取 り組 む ため の準 備作 業 をこ こ

で 行 いた い。

K.指 導監督体制の整備 と財務報告

B指 導監督体制の整備 と公益法人会計基準

公益法人における会計基準設定の背景を考 える ときには,公 益法 人に対する指導監督体制の整

備の過程 を視野 に入れなければならない。 とい うのは,公 益法 人会計基準の設定 は公益法人に対

す る指導監督体制の構築 の過程の中に組み込まれているか らである。それでは,公 益法人に対す

る指導監督体制 はどのような過程 を経 て構築 されて きたのであろうか。 ここでは,現 行の公益法

入会計 を理解 するうえで必要 な範囲でその ような過程 を検討す ることとする。

民法.L,公 益法 人の設立には主務官庁 の許 可を要す るが(民 法第34条),こ れ は許可主義 とい

われる,こ こに主務官庁 とは,設 立するにあたって,設 立 しようとする公益法人の 目的に関連す

る事務 を所掌 している官庁である。かかる主務官庁は設立を許可 した公益法人に対 して監督義務

を負 う 眠 法第Ei!条)ω。換言すれ ば、主務官庁 は法律 ヒ,公 益法人 を指導監督す る立場 におか

れている。 したがって,公 益法入に対する指導監督 について問題 となるのは,そ の ような指導監

督 を整備 し強化するような体制作 りがなぜ必要になったかであるG

公益法人に関す る指導や監督の整備ない し強化の契機 は公益法人を巡 る不 正事件の頻発 にあ

る、,その ような不正事件の発生 を機 に,総 務省G日 行政管理庁およびlrl総務庁)に よって公益法人

に関す る行政監察が実施 されることになったが,こ れは公益法人についてその当時の実態 を明 ら

かにす ることにな吃,た,,また行政監察結果 に基づ く勧告に従 った諸施策 は,一 方では公益法 人の

指導や監督を強化す ることになったが,他 方 において公益法人そのものの社会的重要性 を認識 さ

せ,指 導 ・監督 体制 を整備 ・充実 させ るこ とに もなったのであ る。その経過 を概観す る ことに

よって9指 導監督体制の整備の過程 を明 らかにす ることとする(1㌔

1960年 代 後半にR数 々の公益法 人の理事 の詐欺 事件,休 眠法 入を利用 した ネズ ミ講が発生

し9そ れ らが国会や新聞等で取 りあげ られた。このため に,と きの行政管理庁 は公益法人の実態
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調査お よび監察 を行い,1971年 に,行 政上の是正 ・改善点 を勧 告す ると ともに,そ の改善策 を

検討するよう指示 した(9)。これを受 けて,監 督事務の統一的な改善を図 るために,関 係府省庁の

担当部局の課長 クラスによって構 成 される 「公益法人監督事務連絡協議会」が設置 された。この

連絡協議会 では,設 立審査基準 な どの 申 し合 わせ に よって勧 告事項 の実現 が図 られた ばか り

か,1977年 には公益法人会計基準 も定め られた。 また1979年 には民法の一部 も改正 された(5)。

その後,1985年 の行政監察勧告(行 政監察は1983年 より実施)の なかでは,主 務官庁等 問での指

導監督の方針が一一様でない ことか ら,統 一 的な指導監督基準の作成が勧告 された(6)。この勧告前

にすでに,関 係府省庁 の官房長 クラスによって構成 される 「公益法人指導監督連絡会議」が設置

されたが,こ れは課長 クラスによって構成 された連絡協議会 を格上げ した ものであった。当連絡

会議 において,1986年 に 「公益法人の運営 に関す る指導監督基準」が設 定 され,ま た公益 法人

会計基準の改正 も1985年 に行われた。 この結果,公 益法 人に対す る指導監督体制 はそれ以前の

体制に比 してよ り整 った。 この行政監察では,中 間法人制度の整備について も勧告 されている。

その後の行政監察 は1991年 に行われ,翌92年 にその結果が公表されている。そこでは,業 務

運営の適正化,休 眠法人の整理の促進,公 益法人制度の整備および公益信託 の運営 の適正化 に関

する勧告が行われている(総 務庁行政監察局[1992];総 理府編[1997]P,48)。 先の連絡会議 は 「公益

法人等指導監督連絡会議」 と改称 された。 当連絡会議では,設 立審査基準 および指導監督基準 に

おいて判断基準等が抽象的 となっている事項 について,可 能 な限 り具体化 ・明確化 した運用 マ

ニュアルの作成に向けての検討 を始め,1993年 に,「 公益法人の運営 に関す る指導監督基準解 説

及び取扱指針」が策定 された。 これは,指 導監督基準 の運用 にあたっての具体的 ・統一的な指針

となった(総 理府編[1997]pp.48-49)。

これらの経過か ら,行 政監察の勧告 を契機に,公 益法人の設立 ・運営等 の指導監督に関す る基

準 および連絡協議機関が整備 され,そ の後 に再 び行政監察が行われ,そ の勧告に基づ き指導監督

に関する基準が さらに整備 ・強化 され,そ れに伴い連絡協議機関 も徐々に格上げされていってい

ることがわかる。 また連絡協議機 関の格上げの過程 は,公 益法人の社会的重要性 に関す る認識が

高まってい くこ とと対応 しているようである。 このような経過の中で公益法人会計基準 を位置づ

けるならば,1977年 の公益法人会計基準 の設定お よび1985年 のその改正,す なわち現行 の公益

法人会計基準 は,ま さに公益法人 に対する主務官庁の指導監督の一環 として整備 されてきたこ と

が明 らか となる。

2.指 導監督体制の中での財務報告

主務官庁 が公益法人 を指導監督す るには,公 益法 人の運営実態 を把握す る ことが不可欠 であ

り,そ のためには,公 益法人が主務官庁 に対 して定期的に財務報告 を行 う仕組み を作 る必要があ

る。 この ような財務報告 は主務官庁 にとって指導監督の用具 となるが,他 方では,公 益法人側で

運営の適正化 を図るための用具 ともな りうる。この ことか ら,財 務報告 は公益法人のガバナ ンス
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に係わる。現行 の公益法人会計基準が設定 されるようになった財務報告 に係 わる環境は どの よう

な ものであったのであろうか。

まず最初に,民 法上の会計関係規定 をみてみよう。そ もそも公益法人の会計 に係 わる規定は民

法 上にある。その一つは第37条 お よび第39条 の資産に関す る規定であ り,他 は第51条 の財産

F1録の規定である。

第37条 では,「 社団法人 ノ設立者ハ定款 ヲ作 リ之二左 ノ事項 ヲ記載スルコ トヲ要ス」 と規定さ

れ,当 該 「左 ノ事項」 の…つ として 「資産二関 スル規定」(第4号)が 掲 げ られ てい る。 また第

39条 では,「 財団法 人ノ設立者 ハ其設 立ヲ目的 トスル寄附行為 ヲ以テ第37条 第1号 乃至 第5号

二掲ケ タル事項 ヲ定ムルコ トヲ要 ス」 と規定され,寄 附行為において 「資産二関スル規定」 を定

めることが求め られている。 このように,第37条 は社団法人の定款記載事項,ま た第39条 は財

団法 人の寄附行為記載事項 を定 め,記 載事項の一一つ に 「資産二関 スル規定」 を置 くことを求め

る。

民法上は,設 立 にあたって最小 限保有すべ き資産についての規定はない。 この点は,設 立許 可

にあたっての主務官庁の判断に委ね られる(法 人制度研究会[1999]第2・1・(1)⑤)。 実務上 は,

社 団法人については,設 立 目的の達成に必要な事業活動を遂行す るための会費収 入お よび財産の

運用収入等があること,ま た財団法 人については,目 的の達成に必要な事業活動を遂行す るため

の設立当初 の寄附財産の運用収入お よび恒常的な賛助金収入等が あることが必要 とされ ている

(72年設 立審査基準4;93年 申合解説4)。

このような事項を定款または寄附行為に記載す るのは,公 益法人は設立 目的の達成等のため,

健全な事業活動 を継続するに必要 な確 固とした財政的基礎 を有 していなければならないか らであ

るの。民法 上は,当 然のことなが ら定款 または寄附行為 は一般 に開示 されるべ き書類 とはなって

いない。

第51条 の財産 目録 に関する規定は次の ようになっている。すなわち,「 法人ハ設立 ノ時及 ヒ毎

年初 ノ3↑ 月内二財産 目録 ヲ作 リ常二之 ヲ事務所二備へ置クコ トヲ要ス但特 二事業年度 ヲ設 クル

モ ノハ設立 ノ時及 ヒ其年度 ノ終二於 テ之 ヲ作ル コ トヲ要ス」 この規定か らわかるように,財 産 目

録のみの作成が求め られ。それを事務所 に備置 しなければな らない。 したがって,そ れ以外の例

えば収支計算書や貸借対照表な どは作 成を要 しない。 また作 成され備置 された財産 目録 は一般の

閲覧に供す ることは要求 されず,し たがって公 開の義務を負っていない。

これ らの民法上の会計規定だけで,公 益法人の運営実態 を主務官庁が掌握す ることは不十分で

あるし,ま た公益法人のガバナ ンスにおいて も不完全であることは明 らかである。

1985年 の行政監察結 果に基づいて,1986年7月 に,公 益法 人の運営につ いて 「公益法人の運

営 に関す る指≡導監督基準」(以 ド,「86年指導監督基準」という)が 公益法人指導監督連絡会議によっ

て策定 された。 また後の1993年6月 には,公 益法人等指導監督連絡会議 において 「公益法人の

運営 に関す る指導監督基準解説及び取扱指針」(以 下,「93年 解説指針」という)が 定め られた。 こ
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れ らの基準お よび解説指針 は民法上の諸規定を補完す るものであるので,次 に,こ れ らの基準お

よび解説指針 に基づ く公益法人運営 を前提 に した財務報告 を考えることとす る。

社団法人は,社 員によって構成 される人的結合体であるか ら,社 員は社 団法人の基礎であ り,

このため,社 員の総意 を反映す る場 である社員総会は社 団法 人の最高意思決定機 関である(民 法

第53,63条)。 この ことか ら,定 款 の変更,解 散,理 事の選任 のほか,予 算 ・決算等 の重要事項

が社 員総会の決議事項 とされる。社員総会は理事等の執行機関をチ ェックする とともに,法 人の

基本 的な運営方針 を確 立す る役 割 をも担 って いる(86年 指導監督基準第2-2;93年 解説指針第2-

2)。 したがって,理 事 によって作成 された業務お よび財務等の情報 は社 員総会での決議 のため に

社員に開示 ・提供 される。

他方,財 団法入は,社 団法人 とは異な り,意 思決定機関である社員総会 をもた ないので,理 事

の職務権 限が大 き く,事 業運営上,独 断専行が生 じやす い。 このため,86年 指導監 督 基準 は,

民法上規定 はないが,そ れを補 うために,理 事等の執行機関を客観 的立場 か ら牽制 し,業 務執行

の公正,法 人運営の適正 を図る機 関として評議員お よび評議員会を財団法 人に設置す ることを求

めた。そ して評議員会 に理事等の業務執行の適正化 を図る役割 をもたせるために,理 事 の選任機

能や重要事項 の諮問機能を もたせ るだけでな く,理 事の監督,重 要事項 の決定等 を行わせ ること

も可能 にさせ た(86年 指導監督基準第2-4;93年 解説指針第2-4)。 重要事項 の中に予算 ・決算等 の

決定が含 まれ うる。 これか らすれば,理 事によって作成 された業務お よび財務等の情報 は評議員

会 に開示 ・提供 されることになる。

このように,指 導監督基準等 を策定することを通 じて,公 益法人の機関 というべ き社員総会お

よび評議員会 に対 して財務報告が行 われる体制がつ くられて きた。 これ ら法人の機 関以外 の外部

に対す る財務報告 は監督官庁である主務官庁 に対 して行 われるが,そ れ らの情報は広 く社会 に公

開 され ることはなか った。後 にみ るように,公 益法人会計基準は1977年 に設定 されるが,そ れ

では,会 計基準設定前では どうような財務報告書あるいは提 出書類が作成 されていたのであろう

か。

1972年 に,公 益法人監督事務連絡協議i会で策定 された 「公益法人設立許可 申請書 の添付書類

等 に関する申 し合せ」 によれば,事 業報告等の提 出書類 として以下の2種 類の ものが定め られて

いる。その一つは,翌 年度の事業に関 し提 出する書類であ り,こ れには事 業計画書 および収支予

算書がある。他 は,事 業年度終了後に提 出す る書類 であ り,こ れ には事業概 要報告,収 支決算

書 ・当該年度末の財産 目録および当該年度の社員名簿お よび異動状況報告書(社 団法人の場合)が

あ り,こ れ らは事 業年度終了後3ヶ 月以内に提出すべ きこ ととされている。

業務書類 としては事業計画書 と事業概要報告が提 出されるが,事 業概要報告 は現在 の事業報告

書 と同様の ものであるか ら,業 務書類は現在 と同 じである。 また会計書類 としては収支予算書
,

収支決算書お よび財産 目録が提 出書類 とされている。後で検討す るように,1977年 会計基準 に

よる会計書類 は予算書,収 支計算書,貸 借対照表 お よび財 産 目録 であ るか ら,こ れ と比較す れ
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ば,収 支予算書は予算書 と同様 であ り,ま た収支決算書 は内容上の違い はあ る として も,形 式

一L,収 支計算書 と同様である。 ここでは,貸 借対照表の作成が求め られていなか ったことに注意

すべ きである。

会計書類 についていえば,収 支予算書,収 支決算書および財産 目録が定期的に作成 される実務

が次第に定着 し,そ れ らは徐 々にではあ るが,社 員総会または評議 員会の承認を経て,主 務官庁

に提出 される体制がつ くられ,主 務官庁は これ らの提 出書類 をもとに指導監督 を行ってい く体制

が構築 されて きた。財務報告 は公益法人の運営の適正化 のために,主 として主務官庁 の指導監督

目的のために整備 されて きたといわなければな らない。

皿0公 益法 人会計基 準案の背景 とフ レーム ワーク

10行 政監察 と会計基準化

公益法人会計基準は,「 公益法 人の健全かつ適切 な会計処理 の確保 を目的 として」(93年 解説指

針第3-1),1977年3月 に公益法人監督事務連絡協議 会によって設定 された(以 下,こ れを 「77年

会計基準」という)。その後,こ の会計基準 は1985年10月 に,公 益法 人等 指導監 督連絡 会議 に

よって改正され,1987年 か ら改正 会計基準が適用 された(以 下,1985年 に改正された会計基準を 「85

年会計基準」という)。 したがって,86年 指導監督基準設定当時は77年 会計基準が適用 されていた

ことになる。

それで は,そ もそ も77年 会 計基準 は どの ような経緯 で設定 され ることになったので あろ う

か。77年 会計基準の設定は,197ユ 年の ときの行政管理庁の行政監察結果に基づ く勧告 を直接の

契機iとしている(77年 会計基準,前 文1;新 井[!989]p.973)。 すなわち,「 主務官庁 は,公 益法 人の

財務運営の適正 を期す るため,公 益法人の会計,経 理 に関する事務処理基準 を示 し,こ れにより

適切 な指導 を実施す る必要が ある」 とい う勧 告に由来す る(内 閣総理大臣官房管理室編[1977]P.

5;新 井[1989コp.1060)。 この勧告 にあるように,会 計基準設定の本来の 目的,し たが ってかかる

会計基準 に基づ く指導監督の 目的は公益法人の財務運営の適正化,す なわち公益法人の会計 ・経

理の適 正化にあった。

それで はさらに遡 って,公 益法人の財務運営の適正化 はなぜ必要になったのであろ うか。換言

すれば,行 政監察結果 に基づ く勧告 として,公 益法人の財務運営の適正化が掲げ られたのはなぜ

なのか。

すでに述べた ように,1971年 の行政監察は,1960年 代後半に多発 した公益法人の理事の詐欺

事件,休 眠法人を利用 したネズ ミ講等の事件が国会や新聞等で取 りあげ られたことに端 を発 して

いる。 当時の会計は収支の均衡 を 目標 とする予算 の編成 とその実績 の記録が中心であったが,そ

こで は準拠すべ き会計処理基準が な く,行 き当た りばった りの様hな ご都 合主義的会計処理が行

われていた。 このため,そ のような会計処理に基づ く会計諸表は行政指導の指針 にほとんど役立

たず,ま た,監 督官庁はそれぞれ監督規則 を設けて収支計算書や財産 目録等の作 成 ・報告 ・備 置
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義務を課 している ものの,そ こには一定の共通の基準が存在 しないため,行 政指導 にも一貫性 を

欠いていた。折 しも,公 益法人の不祥事件が起 こり,公 益法人会計の不整備が暴露 され,公 益法

人監督事務改善の一つ として,公 益法人会計のあ り方が社会問題 となったのであ る(8)。

先 に挙げた行政監察結果に基づ く勧告は,こ の ような状況ない し実態 に対す るものであった。

例えば,行 政監察結果 において,次 の ような状況が指摘 されている。 「国庫補助金及 び委託費の

使用 に関 しては,お おむね適正に処理 され,特 に問題 とする ものはなか ったが,国 庫補助金や委

託費を受けていない法 人のなかには,決 算書類 を作成 していない もの,そ の他会計,経 理の処理

が適正でない ものなどが認め られた。」(内 閣総理大臣官房管理室編[1977]P.5;新 井[1989]P.1060)。

1971年 の行政監察結果 に基づ く勧告 を機 に,同 年 に公益 法人監 督事務 連絡協 議会 が設 け ら

れ,そ こで会計 ・経理の問題が統一的に検討 されるこ とになった。 しか し,そ の問題が公益法人

会計の基準 を作 るとい う会計の特殊分野 に属 し,専 門的知識が要求 され,さ らに また,各 主務官

庁が管轄下の公益法人 に対 してそれぞれ独 自の考え方 に基づいて会計 ・経理の指導 を行 って きた

関係上,そ れぞれの主張 もあ り,基 準設定作業は容易 に進展 しなか った。 この結果,民 間専門機

関に公益法人会計制度のあ り方 についての根本的調査 を依頼 し,こ の調査結果に基づいて最終的

決定を当該監督事務連絡協議会が行 う方式が とられることになった(9)。

この決定によって,当 該監督事務連絡協議会の世話役 としての総理府 は,委 託団体 として総理

府所管の(財)公 益法 人協 会 に研 究調査 を委託 した(番 場[1979]P.4)(10)。1973年6月 に,研 究

調査 を受託 した当協会 の中に 「公益法人会計経理基準調査研 究会」(以 下,「調査研究会」という)

が組織 され,翌74年3月 に,当 調査研 究会によって 「公益法人会計基準(案)」(以 下,「74年 会計

基準案」という)が 作成 された(11)。

かかる74年 会計基準案は総理府官房管理室 を通 じて関係省庁 に提 示 された後,監 督事務連絡

協議会によって2年 余にわた り検討 され(12),1977年3月 に,最 終的な合 意を得て,公 益法 人監

督事務連絡協議会 の申合せ と して 「公益法 人会計基準」が公表 された。 この77年 会計基準 は翌

78年4月1日 以降,実 施 されることとなった。74年 会計基準案の フレームワークが実質的 に77

年会計基準 に承継 されてい くことに注意 してお くべ きである。

2.74年 会計基準案 の会計 フレーム ワーク

公益法人会計基準その ものは,な によ りも1971年 の行政監察結果 に基づ く勧告の中で示 され

た,公 益法人の財務運営 の適正化 につ ながる ものでなければな らない。 また主務官庁 の行政指導

にあたって,公 益法人会計基準その ものは,指 導上の明確 な基準 にな りうる ものでなければな ら

ない。 この ような要請 に応 えるため には,会 計書類 は一定の会計 フレーム ワークに基づいて作成

されねばならない。

74年 会計基準案の会計 フレームワー クの特徴 を挙げ るならば次 の ようになる。 まず第1に,

作成される会計書類 として,収 支計算書 と貸借対照表は不可欠である として
,計 算書類 として収
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支計算書,貸 借対照表お よび財産 目録の3つ を掲げている,と いうことである。

収支計算書 を計算書類の1つ にす るのは,当 時,公 益法 人会計 として収支計算が行われ,す で

に主務官庁の監督規則によって収支計算書 に相 当する収支決算書の作成 ・報告が求められていた

か らであ る と考 え られる。74年 会計基準案 は収 支計算書 の作成 につ いて次 の よ うに述べ てい

る。す なわち,「 公益法 人会計の特徴 にかんがみy財 産の増減 は…主 として,現 金,預 金等の金

銭の増減お よび将来の金銭収入 または金銭支出 を表わす債権 ・債務の増減 として とらえ られるか

ら,こ れ らの資金の増減 を要約表示 し,そ の受託責任 を明 らかにするために 『収支計算書』の作

成が必要 となる」(74年 会計基準案1←))。

また貸借対照表 を計算書類の1つ に掲 げるのは,民 法によって財産 目録作成義務が課せ られて

いるが,財 産 目録 は貸借対照表の明細表 としての役割 をもつ にす ぎず,貸 借対照表の作成の方が

重要である と考え られたか らである。財 産 目録 と貸借対照表 との関係 について74年 会計基準案

は次のように述べ る。すなわち9「 毎決算期に作成 される 『財産 目録』 は,『 貸借対照表』におけ

る資産お よび負債の明細表 としての役割 を負 うにす ぎず,そ の会計理論的意義は少ない。」(74年

会計基準案/(一一一))

第2は,収 支計算書 と貸借対照表が有機的に関係づけ られなければならない とし,そ の ように

有機的に関連づ ける機構 として複式簿記が要請される,と いうことであ る。これは,取 引記録か

ら会計諸表が誘導で きることを要請 している。 この点 につ いて,74年 会 計基準案は次 のよ うに

述べている。すなわち,「 公益法人会計においては,「 貸借対照表』が作成 されるが,… 『収支計

算書』 と有機的な関連性 をもって作成されなければならない。」(74年 会計基準案1← ・))つま り,

「計算書類 は,複 式簿記の原則 に従って正 しく記帳 された会計帳簿に もとつ いて作 成 されなけれ

ばな らない。」(74年 会計基準案2(っ ・2二)

それで は,74年 会計基準案で構想 されている計算書類 の 目的やそれ らの内容上の関係 は どの

ようになっているのであろうか。

公益法人会計 は,元 来,寄 付者 よ り受け入れた基本財産あるいは社員の会費等 を財源 として調

達 された財産についての管理運営責任を明 らか にす ることを目的 としている。 このため,受 託財

産についての会計責任 を明 らかにす る受託者会計(stewardshipaccounting)あ るいは受託資金の 目

的別にその増減内容 を明 らかにする資金会計(血ndaccounting)が,そ の会計の特徴 をなす。 これ

に依拠 して,公 益法人会計につ いて次の ような2つ の基本的な目的が導 出される。その第1は,

公益法人の有す る財産 噸 極および消極の両財産を含む)の 増減 とその事 由を明 らかにす ること・第

2は,公 益法 人の有する財産の現状 を明 らか にす ること,で ある(74年 会計基準案1/'一の 。

第1の 目的に即 して 「収 支計算書」の作成が求 め られる。収 支計算 書は 「収支計算の部」 と

「正味財産増減計算 の部」 に れは後述する)か らなる(74年 会計基準案2(三)-10)が ・前者 は収入

の部(例 えば,会 費収入,基 本財産運用収入および借入金収入などからなる〉と支出の部(例 えば・事業費

支出,管 理費支出および固定資産取得支出などからなる)か ら構成 され・収入額 と支出額の差額は次期
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繰越収支差額 として表示 される(74年 会計基準案第1号 様式)。 また収支計算書 は,収 支の予算額 と

決算額 とを対比 して表示 し,そ の差異が著 しい項 目については,そ の理 由を注記 しなければな ら

ない(74年 会計基準案2(三)-9)。

第2の 目的に即 して 「貸借対照表」の作成が要請 される。貸借対照表 は 「資産の部」,「負債の

部」および 「正味財産の部」 に区分 される。正味財産の部 は,さ らに基本金 と剰余金 とに区別 し

て表示 されなければな らない。 ここに基本金 とは財団法人の場合 には基本財産の額,社 団法人の

場合 には当該法人が基本金 として定 めた額であ り,剰 余金は正味財産額が基本金額を超 えた部分

である(74年 会計基準案2(四)-14,16)。 剰余金の1つ の構成要素は収支計算書か ら得 られ る次期

繰越収支差額である。

しか し,収 支計算書 と貸借対照表 との間に,複 式 簿記 を通 じて有機的関連性 を与 えようとする

とき,問 題が生 じる(こ れは次節において詳しく論 じる)。それは,収 支計算 に表れえない資産 ・負

債変動事象(例 えば建物焼失等),あ るい は収支計算 か らは導出 しえない現金預金お よび短期 金銭

債権 ・債務以外の資産 ・負債変動事象(例 えば支出を伴う固定資産取得等)の 存在 であ る。 これ らの

事象 は貸借対照表上 の正味財産,そ れ も剰余金の内訳 をなす構成要素であるが,収 支項 目とはな

らない ものである。

本来ならば,こ のような事象 は収支項 目に関係 しない もの として別個の計算書 において収容 さ

れ るべ きであるが,74年 会計基準案 は計算書類 としては収支計算書,貸 借対照表お よび財産 目

録の3つ しか想定 しないので,収 支計算書 と貸借対照表 に有機的関連性 をもたせ るため,収 支計

算書の中に1つ の区分 を設定 してそこにそれ らの事象 を収容す ることとした。

このような考 えの もとに,収 支計算書 において 「正味財産増減計算の部」が設け られている。

この区分で は,さ らに増加 の部 と減少の部がつ くられ,そ の差額 として次期繰越増減差額が計算

されsこ れは収支計算の部で求め られた次期繰越収支差額 とともに貸借対照表上の剰余金 を構成

す るようにされている。 したが って,剰 余金 は次期繰越収支差額 と次期繰越増減差額 との合計額

【図1】74年 会計基準案の計算書類の関係

[匡調 一〉糊 定元帳
一「 収支計算書

∴.
財産目録

収支計算の部

正羅 熱一

資産の部

負債の部

正味財産の部礁

明細表
次期繰越収支差額

次期繰越増減差額



26商 経 論 叢 第38巻 第2号(2002.12)

とい うことになる。

74年 会計基 準案 は次の ように述べて,収 支計算書 に正味財 産増減計 算の部 を設け た理 由は

「簡便性」 にある としている。す なわち,「(収 支計算書と貸借対照表との)関 連性 を明示するために

は,正 味財産の増減に関する計算書 を別個 に作成する必要があるが,こ の会計基準では,簡 便性

の見地か ら,こ れを収 支計算書に含め ることとした。」(74年 会計基準案1(一一);括弧は引用者)

74年 会計基準案の計算書類の相互関係 を全体的に図式化すれば,【 図1】 の ようになる。

1V.公 益法 人会 計基準 にお ける会 計 フ レーム ワーク

1.77年 会計基準フ レームワークの特徴

すでに述べ たように,74年 会計基準案は2年 余の検討の末,1977年3月 に,公 益法人監督事

務連絡協議会の申合わせ とい う形 をとって 「公益法 人会計基準」 として公表 された。 この77年

会計基準 は74年 会計基準案 をほ とん どその まま承継 している。す なわち,計 算書類 と しての収

支計算書,貸 借対照表お よび財産 目録,そ してそれ らの有機的関連性 はその まま引 き継 いでい

る,,

しか しなが ら,77年 会計基準 は74年 会計基準案 と全 く同 じではない。実 は,77年 会計基準は

74年 会計基準案に,あ る部分を新規に追加 しているのである。この追加部分が77年 会計基準の

会計 フ レー ムワー クを鮮明 に特徴づ けて いる。77年 会計基準 フ レーム ワー クを鮮明に特徴づ け

ている,こ の追加部分 とは何か。

公益法人の指導監督のためには,運 営責任者たる理事の 「管理運営責任」が明確になっていな

ければならない。 また,そ のためには管理運営責任対象の範囲が明確 になっていて,そ の運営状

況 とその顛末が明 らかになっていなければならない。 これは公益法人の ガバナ ンスの問題 にも連

なるc

公益法人は,財 団法人であれば寄付者等 よ り受 け入れた基本財産たる資金,社 団法人であれば

会員の会費等を財源 とする資金,さ らに国庫補助金や委託費等があればその資金 を含 めて,そ れ

らを原資 にして,寄 附行為 または定款 に定め られた所期 の目的 を遂行す るため に活動 を展開す

る。 この ような基本財産,会 費等に基づ く資金が理事の管理責任対象の範囲をなす。そ してそれ

をもとに事業計画に基づ く予算が設定 され,そ の一覧表たる 「収支予算書」が評議員会 または社

員総会によって決定されて後に,理 事による予算の執行が行われる。 ここに予算準拠主義が登場

する。

収 入予算 は理事 に対す る資金収入の実現義務 を具体的 に表 し,ま た支 出予算 は理事の資金支出

に関す る権限の範囲 と適正使用の責任 を具体的 に表 している。換 言すれ ば,予 算 は理事 の受 託

(執行)責 任の所在 を明示 し,同 時 に,資 金収支 の状況 と顛末に関す る報告説 明責任(ア カゥンタ

ビリティ)を 賦課す ることになる。 したが って,予 算は業務運営に不可欠であ るばか りで な く,

それ は他方 で,財 務運営が適正か否かを判断する うえでの規準 ない し尺度 となる。 さらにそれ
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は,主 務官庁の公益法人に対す る財務運営の適正性 に関す る判断基準 ともな りうるので,収 支予

算書 は公益法人会計において欠 きえないはずである。

77年 会計基準で は,収 支予算書 につ いて次の ように規定 される。す なわち,「 収入及 び支 出

は,予 算書 に基づいて行われなければな らない」(77年 会計基準第1・2(1))。 これが掲げ られたの

は,「 予算書 は各法人の毎事業年度の事業計画を収入及 び支出 にかかわ らしめて表示 した もので

あ り,し たがって予算書は確定 した事業計画にもとついて作成す ることを要 し」,「予算書の数値

は,業 務執行責任者 による資金収入の実現義務 を具体的に示 し,ま た,業 務執行責任者 による資

金支出のワクを具体的に示す ものであ り,そ の意味で収入及び支出は,予 算書 に基づ いて行 わな

ければならない」 からであ る(内 閣総理大臣官房管理室編[1977]p.14)。

予算書は収入予算 と支 出予算か ら構成 され るが,借 入金限度額 と債務負担額 については予算書

でそれ を明記 しなければならない(77年 会計基準第2・2)。 かか る予算書 を会計基準 に掲 げること

については,例 えば次 のような批判が ある。す なわ ち,「 予算書 のこ とが掲 げ られているが,予

算書 をどのように作成 しなければならないのか とい う原則が表明 されているわけで はない。支出

負担行為,収 入獲得行為の原則が うたわれている。これは妥当 とはいえない。」(番場[1g7g]p .7)

この ような批判 は,1985年 に改正 され た会計基準 の一般原則 に関係 して,さ らに明確 にされ

る形で次の ように述べ られている。す なわ ち,「 これ(収 支予算書の作成)は 業務執行責任 者 によ

る収支業務 の執行原則 をうたった文言 に外 な らないが,一 般 原則 は収支予算書及び会計帳簿の作

成 ならびに計算書類の作成に関する原則を表明 したものであるか ら,一 般 原則の中に収支業務の

執行 原則 を掲げることは当 を得 ない。そこで この…原則 は主 として収支予算書の作成 に関す る要

求 を表明 した もの と解 さなければ ならない。…(こ れは)収 支業務 の執行原則 をうた うことを通

じて,収 支予算書は,確 定 した事業計画 における資金面の計画…に基づ き,こ れを作成す ること

を要する とい う意味合 を表明 した ものである。」(内 閣総理大臣官房管理室編[1985]PP ,21-22;括 弧は

引用者)(13)

この ことに起因するか どうかは定かではないが,77年 会計基準 では予算書 は計算書類 とは さ

れていない。77年 会計基準で は,計 算書類 は収支計算書,貸 借対照表お よび財産 目録 とし,そ

の体系は74年 会計基準案のそれをその まま承継す る。 しか しなが ら
,77年 会計基準 において規

定 された予算書 は74年 会計基準案 には存在 しない。すなわち,予 算書の作成は74年 会計基準案

公表後の公益法人監督事務連絡協議会の検討の段 階で新 たに追加 された ものである。

77年 会計基準 に予算書 を新規 に追加 したの は,1972年 に策定 された 「公益 法人設立許可 申請

書の添付書類等 に関す る申し合せ」 によって,収 支予算書が主務官庁 に提 出される書類 として作

成 される実務がすでに定着 しつつあったか らでもある と考え られる。 しか し,予 算書の作成 を求

めたのは,会 計基準 を指導監督 のための基準 にしようとす る
,指 導監督の当事者たる主務官庁側

の意図を強 く反映 しているので はあるまいか。そ うであるとすれば,主 務官庁が公益法人の適正

な財務運営 を指導 し監督するうえで依ることので きる,予 算準拠主義に基づ く会計基準 を要請 し
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ていたこ とが わかる。

換 言すれば,77年 会計基準の会計 フレームワー クの基軸は"主 務官庁 の指導監督"に あった

といわなければならない。 しか も,予 算書の作成 と収支計算書 に表れている資金計算 をセ ッ トで

考えるな らば,ま さに官庁 会計 と軌 を一にする会計 フレームワークが公益法人に対 して も構想 さ

れているといえる(/9)。か くて,77年 会計基準 の会計 フレームワー クは 「指導監督型会計 フレー

ムワーク」 をなす もの ということがで きる。

77年 会計基準 における予算 書お よび計算書類 の相互関係 を全体的 に図示すれ ば,1図2】 の よ

うになる、,

【図2】77年 会計基準における予算書および計算書類の関係
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2.85年 会計基準 とス トック式正味財産増減計算書

77年 会計基準 では,74年 会計基準案 にお ける収 支計算書 を承継 して,収 支計算書 について,

収支計算 と正味財 産増減計算 とが混在する形式が とられた。 この ような混在形式 を とった理 由

は,74年 会計基準案 によれば便宜性 であった。 これ とは別に,77年 会計基準 は小規模法人 を念

頭に置いて,資 金収支を中心 に した体系をつ くったことを理由に挙げる見解がある。すなわち,

「旧基準(77会 計基準)の 作成当時においては,ご く小規模 の公益法人を念頭において基準を作成

す ることとされたため,現 金預金等の収支を明 らか にす ることに主眼がおかれ,正 味財産の増減

計算 は,貸 借対照表 との単 なる連結用 として二次的 に考え られていた。」(内 閣総理大臣官房管理室

編[1985]P.44;括 弧は引用者)

また,こ の見解 に連なると考えられるが,収 支計算書中心主義の計算書類体系 を採用 した こと

が混在形式を採 らせ た}と い う見解 もある。す なわ ち,「 収支計算書 中心主義の計算書類体系 を

とり,し かも複式簿記の原則 により期首貸借対照表 と期末貸借対照表 を項 目的に も金額的に も結

びつ けるために,資 金項 目の収支計算 と非資金項 目の増減計算 のすべて を収支計算書において計

算表示す る方法 を採用 した」(新 井[1989]p.974)。

しか し,こ のような混在形式の収支計算書 の採用がいずれの理 由に よるかに係わ りな く,「収

支計算書が わか りに くい9と りわけ収支計算暑の中に 『正味財産増減計算の部』 とい うのがある

が,な ぜそ うい うものが収支計算 書 にはい るのか」(縦(座x会)[19871p.2・3)・ あ るい1よ 「収
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支計算書 を徒 に複雑に し,理 論的に も理解 しがたい もの に している」(内 閣総理大臣官房管理室編

[1985]p.44)と いった批判が多 く寄せ られた。

このためか,1985年 に77年 会計基準が改正 された とき,77年 会計基準 の収支計算書 にお ける

「正味財産増減計算の部」 を独立する形で,「 正味財産増減計算書」(ス トック式)が 設け られ るこ

とになった(85年 会計基準第5・2,本 則による方法)(15)。すなわち,収 支計算書 は収支計算の機 能の

みをもたせるように純化 し,正 味財産増減計算書は貸借対照表上の正味財産の期 中における増減

変化の内容 を明 らか にする機能 をもたせ る ように した。 この ことに よって,77年 会計基準 にお

ける収支計算 と正味財 産増減計算がよ り精緻化 された ともいえる。

正味財産増減計算がなぜ必要 になるのかについて,こ こで検討 してお きたい。 というのは,85

年会計基準 は正味財産増減計算書 につ いて,企 業会計上の損益計算書 に類似 す る機能 を もつ フ

ロー式の正味財産増減計算書 を新 たに導入 したが,後 にかかる計算書 を検討する うえで,こ こで

予め正味財産増減計算の内容を取 りあげてお くことが便宜的だか らである。

「正味財産増減計算の部」(77年 会計基準)で あれ,「 正味財産増減計算書」(ス トック式)(85年 会

計基準)で あれ,正 味財産増減計算 を行 うのは,収 支計算書 と貸借対照表 とを有機 的に関連す る

体系 にするためである,と 説かれる(新 井[1989]P.974;以 下,85年 会計基準のス トック式の 「正味財

産増減計算書」を前提にして説明することとする)。換言すれば,収 支計算書 は正 味財産増減計算書 を

介 して貸借対照表 と有機的に関連す る体系 が考 え られてい る,か らであ るといわれる(内 閣総理

大臣官房管理室編[1985]p.6;新 井[1989]pp.987,997)。

それでは,こ のような有機的関連性 とは具体 的にはどの ようなことであろ うか。収支計算 は受

託資金の増減変化 を捕捉する とい う重要な機能を果たすが,年 度末において保有す る資産および

負債 の有高 との関係か らするならば,構 造的には,収 支計算 はそのような資産お よび負債 の有高

のすべてを直接的に導出で きない。 なぜ なら,例 えば,固 定資産の取得 にあたって一定額の支出

が行われた という事実は収支計算 において捕捉 しうるが,当 該固定資産が年度末において実在 し

ているとい う事実は収支計算 からは表 しえないか らである。 また例えば
,現 物寄付,建 物 の焼失

あるいは借入金債務 の免 除などは収支 にまった く無関係 な資産 または負債 の増減変化 を もた ら

し,そ れ らは収支計算 に表れることはない。

これ らの事象 は資産 または負債 を増減変化 させ,資 産有高か ら負債 有高を差 し引いて求め られ

る正味財産(純 資産)を 結果 的に増減 させ る。そ こで,収 支計算 に表れ えない資産 ・負債変動事

象(例 えば建物焼失等)・ また収支計算か らは導 出 しえない現金預金お よび短期金銭債権 ・債務 以

外 の資産'負 債変動事象(例 えば支出を伴う固定資産取得等)は ,年 度末にお ける資産お よび負債 の

有高 と関係づ けられるようにした。

すなわち,収 支計算書の当期収支差額 と貸借対照表の期末正味財産額 とを結 びつけるために
,

その間に正味財 産増減計算書 を介在 させ,そ こにそれ らの諸事象 を収容す る ように したのであ

る。かかる正味財産増減計算書 は,資 産 ・負債がい くら増減 し,そ の結果正味財産がい くら増減
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したかを表示す ることになるか ら,そ れはス トック式 と称 される。 この ことか ら,正 味財産増減

計算書はまさに 「収支計算書 と貸借対照 表 との接 続 を図る計算書 としての役割」(公 益法人会計基

準検討会[ユ983]一(一 一(2))を 果たす ことになる。 この ように,複 式簿記 をベースに,正 味財産

増減 計算書 を介 して収支計算書 と貸借対照表 とを有機的に関連づ けることに よって,公 益法人会

計はよ り精緻 な安定 した会計フレームワークをもつ ことになった。 これはまた,主 務官庁の指導

監督のための安定 した指導監督型会計 フレーム ワー クを与えるのである。

85年 会計基準 における収支予算書 と計算 書類 の相互関係 を全体的 に図示す れば,【 図3】 の よ

うになる。

【図3]85年 会計基準における収支予算書と計算書類の関係
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3085年 会計基準 と貸借対照表上の正味財産

77年 会計基準は,74年 会計基準案における貸借対照表上の正味財産の区分 を承継 して,正 味

財産を基本金 と剰余金 とに分類 している。剰余金 は,収 支計算の部で計算 される次期繰越収支差

額 と,正 味財産増減計算の部で算 出され る次期繰越増減差額 との合計額である。 しか し,85年

会計基準はかか る基本金の概念 を廃止 し,そ れに代 えて資産を基本財産 と運用財産 とに区分 し,

法人の基本的な財産を明確 にすることに し,ま た剰余金の概念 も廃 止した(ts)(内 閣総理大臣官房管

王里蔑く編`[]9851P・6)n

それでは,基 本金お よび剰余金の概念を廃!Lし たのは,ど の ような理 由によるのであろうか。

例 えば次の ような理 由を挙げ られる(内 閣総理大臣官房管理室編[1985]pp.50-5ユ)。 第1に は・基本

金を定義す ることが困難 または不可能であ るこ とであ る。77年 会計基準 では,基 本金は,財 団

法人にあっては基本財産の額 および当該法人が基本金 と定めた額,社 団法人にあっては当該法 人

が基本金と定めた額 とされるが,何 を もって基本金 とす るかは必ず しも明確 ではない。第2は,

剰 余金 という語は 「余 っているお金(財 産額)」 という意味 をもつ語 として誤解 されやす い とい う

意 見が寄せ られていた ということである。 これ は公益法人 とい う性格 に基づ くが,よ り多 くの

幡剰余金15を 獲得する ことが公益法人の 目的ではないか らである。
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そ して第3は,基 本金 と剰余金の区分によって,正 味財産増減計算書において基本金増減計算

と剰余金増減計算 とを区別 して行 うことが必要 となるが,基 本金 自体 を定義するこ とが困難であ

るというこ とか らすれば,基 本金 と剰余金 との区分計算その ものが難 しい とい うこ とになる とい

うことである。第4は,こ のような基本金増減計算 と剰余金増減計算において,基 本金増減項 目

と剰余金増減項 目が恣意的に決定 される余地があ るとい うことである。

この ようなこ とか ら,85年 会計基準 は,77年 会計基準がす る基本金の定義付 けを とらず に,

それに代 えて資産側か ら基本財産 とすべ き資産額 をもって基本金概念を定義するように した。す

なわち,「 基本金は,当 該法人が基本財産 と定めた資産の合計額 をいう。」(85年 会計基準,第6,4

(2))こ こで重要 なのは,基 本 金 というよ りはむ しろ基本財産その ものであ るか ら,85年 会計基

準 は,貸 借対照表上 は資産の部 において基本財産を区分表示 し,正 味財産の部で は内書 きで基本

金 を表示する ように している。 さらに,基 本財産の増 減額 とその残 高の明細 は注記事項 とされ

る(17)。

このようなアプローチは基本財産を法人における拘 束財産 とす る考え方 と軌 を一にす る。 した

が って,正 味財産か ら拘束財産たる基本財産 を控除 した ものが基本的には非拘束財産たる運用財

産 を構成す るか ら,正 味財産は拘束財産(基 本財産)と 非拘束財産(運 用財産)か らなるとい う捉

え方を していることになる。貸借対照表の正味財産の部 における内書 きによる基本金の表示 は,

基本財産の額へ の注意の喚起であ り,正 味財 産か ら基本金の額 を差 し引いた額が非拘束財産の額

である という情報 を提供する。 また,85年 会計基準 は正 味財産 の部 において当期正味財産増加

額(ま たは減少額)を 内書 きにて表示す るが,こ れ もまた当期 の正味財産の純増減額の情報 を補足

的に提供 している。

85年 会計基準 の基本金お よび剰余金の廃止 は,一 見す る と指導監督型会計 フレームワー ク と

関係 していないようである。 しか し,そ うで はない。基本財産 とすべ き資産額 を もって基本金 を

定めることによって,法 人が管理保全 に努め るべ き財産が具体的 に貸借対照表 において明示 され

ることになるか ら,主 務官庁 はその管理保全の状況 を把握することによって,よ り的確 に指導監

督す ることがで きるようになる。 また,当 期の正味財産の純増減額が正味財産の部 において表示

されることによって,法 人の財産運用の状況を直裁 に把握 で きるので,こ れも指導監督の上で役

立つ というべ きである。ここで も,77年 会計基準 にみた指導監督型会計 フレームワークの精緻

化が図 られているのである。

V・ 結 び に か えて 一指導監督型会計 フレーム ワークとフロー式正味財産増減計算書_

1.85年 会計基準 とフロー式正味財産増減計算書

85年 会計基準 におけるス トック式正味財 産増減計算書 には,収 支計算書 と貸借対照表 との接

続 を図るとい う消極的な役割 しか ないのであろうか。答 えは否 であ る。 この計算書における当期

正味財産純増加額(す なわち正の増減額)か ら,基 本財産すなわち基本金 と して処理すべ き正味財
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産純増加額を差 し引いた金額す なわち運用財産純増加額がゼロまたはプラスであれば,法 人の事

「業が全体 として収支が償
っている状態 を示す(内 閣総理大臣官房管理室編[1985]P.17)。

運用財産純増加額がプラスであれば,こ れによって,い わゆる企業会計でい う"純 利益"の 状

態であることが わか る。す なわち,ス トック式正味財産増減計算書か ら,"純 利益"ま たは"純

損失'?の いずれの状態になっているかが判断で きるのであるか ら,か かる情報を当該計算書が提

供 できるとい うことでは,当 該計算書 はむ しろ積極的な役割を もち うるということを意味する。

ス トック式正味財産増減計算書 にこのような役割 を見い出 し,さ らに進んで"純 利益'ま たは

"純損失"の 状態に至
った原因を明 らかにしようとする場合 には,そ こでは,「 公益法人の 目的活

動の遂行 が計画 どお り順調に進め られているか否か,サ ー ビス提供の コス トとこれに見合 う収入

との釣合 い具合 はどうか,活 動の永続性 を期待 しうるような形 で法 人業務が営 まれてい るか」

(内閣総理大臣官房管理室編[1985]p.17)と い うようなことを評価 しうる情 報が要請 されて くる。

85年 会計基準 において,い わゆるフロー式 の正味財産増減計算書 が導入 されたのは,こ の よう

な情報ニーズに応えるためであろう(85年 会計基準第5・2,但 書による方法)。

フロー式正味財産増減計算 書は,「 当期正味財産の増加額(減 少額)の 発生原因 を記載Jし たも

のであ り(85年 会計基準,前 文1(2)ア),具 体 的には,「 どの ような正 味財1の 増 減原 因が発生

し,そ の結果,正 味財産がい くら増減 したか」を示 した ものであ る(内 閣総理大臣官房管理室編

Dg85]p.43)(lti)。 この ように,フ ロー式正味財産増減計算書 の主 たる目的は,正 味財産の増減 に

関す る発生原因を表示する ことにあ る。す なわちそれは,当 該年度 にお ける"純 利益"ま たは

"純損失"の 原因を示そうとする ものであるか ら
,そ のような原因分析 によって,法 人の事業業

績評価が可能 となる。

ここで正味財産の増加原因を分類すれば.サ ー ビス収入(業 務収益),ゲ イン(資 産売却益等の利

御 および基本金増加(基 本財産とする財産受入額)の3つ となる。また正味財産の減少原因 を分類

すれば,サ ービス ・コス ト(業 務諸費用),ロ ス(資 産処分損等の損失)お よび基本金減少(基 本財産

を他の公益法入とか.公 共的機関に寄贈し,基 本金を減額した場合の事象)の3つ となる(内 閣総理大臣官

房管理室編[1985ユp,17)。 これ らの関係 を図示すれば,【 図4】 の ようになる。

【図4)正 味財産の増減原因のマ ッチング関係
r--E

L一 劇 翻 ヨ1∵ ト陣 囎 因
サービス収 入とサー ビス ・コス トとの対応か らは,経 常的な業務活動 の状況,サ ービス収入 と

サ ービス ・コス トとのバ ランス,さ らには十分 とはいえない まで も目的活動の達成状況や活動の

効 率性(例 えば人件費のバランスなど)等 の業績評価 を可能 にす る情報が得 られ る。 また ゲイ ンと

ロス との関係か ら,業 務 にとって臨時的な事象,あ るいは場合によっては異常 な事象 による正味
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財産影響額がわか るので,管 理業務の状況,目 的活動か らす る管理業務の適正性等の事業評価 を

可能 にする情報が得 られる。 さらに基本金増加 と基本金減少 との関係か ら,法 人の活動その もの

の永続性 を高める法人業務が営 まれているか どうかの事業評価 を可能にす る情報が得 られる。

この ような役割 をもつ ことか ら,フ ロー式正味財産増減計算書 は企業会計上の損益計算書 に近

い もの として扱 われる。 フロー式正味財産増減計算書 に含 まれる基本金増加 と基本金減少が別除

され,マ ッチ ングに沿 う区分 を設 ければ,当 該正味財産増減計算書は企業会計上の損益計算書 と

同様 な事業の業績評価情報 を提供することがで きる(内 閣総理大臣官房管理室編[1985]PP.18-19)。

またこのように,フ ロー式正味財産増減計算書は業績評価や事業評価 を可能にす る情報 を提供す

ることがで きるので,「 法人の財産に関す る理事者 の管理運営責任 の遂行度合 を,法 人の各種の

利害 関係者 に伝 達す る媒体の役割」(官房管理室編[1985]p.17)を 果たす こ とがで きる ようにな

る。

85年 会計基準 にお けるフロー式正味財産増減計算書は,指 導監督型会計 フ レームワー クに事

業業績評価 という要素 を新たに付け加 えたことになる。

2.フ ロー式正味財産増減計算書が内包 しているもの

それでは,フ ロー式正味財塵増減計算書 を,85年 会計基準 においてそ もそ も導入す る ことに

なったのは,な ぜ なのであろ うか。 これに関連 して次のようなことがいわれる。す なわち,「 『公

益法人の経営の効率性 ・経済性 を明 らかにするために企業会計の損益計算書方式 または学校法人

会計の消 費収支計算書方式 を導入すべ きであ る』 とい った提言 に応 えるべ く行われ た改正 であ

り,と くにフロー式の正味財産増減計算書の導入 はこの提 言 を率直 に受 け入れた ものである。」

(新井[1989]AA・988-989)

その ような提言は どの ような背景に依 っていたかは,実 は定かではない。それについては,例

えば,公 益法人の事業の効率性や経済性が問われる何 らかの差 し迫 った状況があったのか,あ る

いは公益法人側 でこの ような効率性や経 済性が評価 で きる情報 が要 請 され ていたのか,さ らに

は,主 務官庁側か らその ような情報を要請す る何 らかの理 由があったのか,と いったような問題

を提示 しうる。 ここでは,そ のような問題 を考 えるうえでの1つ の手掛 か りと して,85年 会計

基準 における 「特別な事業に対する部分的な適用除外」(85年 会計基準第1・1・(2))を 考 えてみ る

ことにする。

85年 会計基準 は原則 としてすべての公益法人に適用 され るが,収 益事業 を行 う公益法 人にお

いては,企 業会計の基準 を適用す る方がよ り合理的な場合には,企 業会計の基準 を適用す ること

を許容 している(19)。これに関連 して次の ようにいわれ る。す なわ ち,85年 会計基準で は 「公益

法人 における収益事業実施の実状 も考慮 し,こ れを実施 している場合 の事 業成績 を明 らかにす る

ため・……(フ ロー式の)正 味財 産増減計算書 を選択 して適用す るこ とがで きるこ ととした。 こ

の計算書は企業会計基準の損益計算書 に近 い計算書であ り,こ の方法 を活用す ることによって,
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公益法人会計基準 と企業会計基準の二本立計算 の煩雑 さを解消 し,本 基準の適用が収益事業を行

う法人 にも拡大 され るこ とを期待 している。」(内 閣総理大臣官房管理室編[1985ユP.8;括 弧は引用者)

これか らすれば,増 加 しつつある,収 益事業 を行 う公益法人 を公益法 人会計基準の適用範囲に

取 り込む こと,換 言すれば,公 益法人会計基準の適用範囲の(収 益事業兼営法人への)実 質的拡大

が フロー式正味財産増減計算書導入の真の理由のようにも思 える。 もしもこのようにいえるので

あれば9フ ロー式正味財産増減計算書の導入はきわめて戦略的 なものであ り,穿 っていえば,85

年会計基準に基づ く,主 務官庁 の実質的 な指導監督対象の拡大 ともいえる⑳ 。

この場合には,フ ロー式正味財産増減計算書の導入は,主 務官庁側か らの事業業績評価 に役立

つ情報 ニーズに起因 しているとは考 えに くい。 この点では,フ ロー式正味財産増減計算書は,そ

れまでの指導監督型会計 フレームワー クにとって まさに"爽 雑物"あ るいは異 質な要素 にほかな

らず,そ れは一一種の"ア ノマ リー"(anomaly:変 則事象)で あった といわねばならない(111。

また,も しも収益事業 を行 う公益法人側か ら,フ ロー式正味財産増減計算書の導入を求める要

請があ り,85年 会計基準がそれ を汲み取 る形で当該 計算書の導入が図 られたのであれば,そ れ

は望 ましい姿であ ろう。 とい うのは,当 時,情 報公 開が未だ行われて いない こ とを念頭 にお け

ば,評 議屓 会ない し社員総会が一定の公式規格を もつ事業業績評価のための情報 を求めた とい う

ことか,あ るいは事業運営責任者たる理事が 自らの運営 に関す る業績評価 を望 んでいたかのいず

れか(ま たは両都 であ ると考 えられるか らである。

この ことを立証する証拠 をい まの ところ見い出 してはいないが,そ れが検証できる とすれば,

それは9公 益法 人の内部か らする情報ニーズが新たに会計基準 として結実 された事実を,わ れわ

れに提供 して くれる。 この ような事実は,指 導監督の枠を超え,公 益法人 自らが新たな自覚 のも

とに新 しい情報ニー ズを展開 したことを意味す る。

いずれが真相かは判断 しえない。 あるいは,こ れ らとは別の何 らかの要因によってフロー式 正

味財産増減計算書が導入された可能性 もある。 しか し,そ のい きさつは どうであれ,事 業業績評

価 を可能 にす るフロー式正味財産増減計算書が公益法人の会計 フレームワー クの中に新たに導入

された ことだけは確 かである、、

指導監督型会計フレームワー クが前提 としていた情報利用者 は法人の内部機関 と主務官庁に限

られていたが,情 報公開が…般的 となった現在の環境の もとでは,公 益法人についての情報利用

者はその枠 を遙かに超えて,国 民すべてである。そのような情報利用者 は,公 益法 人をただ監視

す るだけの者か ら,寄 付 な どの形で積極的に公益法人に対 してコミッ トす る者まで,そ の範囲は

実 に多様である。それ らの どの情報利用者にとって も,公 益法 人の ミッションの遂行度,事 業に

おける業績,管 理運営の適正度な どを評価 で きる情報は とりわけ重要である。

この ことか らすればY事 業業績 評価を可能にす るフロー式正味財産増減計算書は情報公開型会

計 にとって不可欠な情報伝達手段 といわねばな らない。 さらにいえば,フ ロー式正味財産増減計

算書は情 報公開型会計 フレームワー クの1つ の核 となるべ き計算書 としての可 能性 を もってい



公益法人における指導監督型会計 フレームワークの再検討35

る 。

77年 ・85年 会計基準における指導監督型会計 フ レーム ワー クの中に,フ ロー式正味財産増 減

計算書 とい う"新 しい酒"が 注 ぎ込 まれた。 もしもフロー式正味財産増減計算書 が情報公 開型会

計 フレームワー クの1つ の核 をな してい くとすれ ば,そ の場 合 には,そ の ような会計 フ レーム

ワークは収支計算書を中核 とする指導監督型会計 フレーム ワー クとどの ような関係 をもつ ことに

なるのか。"新 しい酒には新 しい革嚢"の 讐 えのごと く,"新 しい革嚢"が 果た して用意で きるの

か どうかの検討が,ま さに次 なる研 究課題である。

【註1

(1)公 益法人とは,一 般的には,民 法第34条 に基づいて設立される社団法人お よび財団法人をい う。 し

か し,特 別法に基づいて設立 される公益を目的とする法人を含めて公益法人ということもある。この場

合の公益法人は,便 宜上,広 義の公益法人 といわれる。特別法による法人としては,学 校法人,社 会福

祉法人,宗 教法人,医 療法人,更 生保護法人および特定非営利活動法人がある。本稿で対象 とする公益

法人は,一 般的いう民法第34条 に基づいて設立される社団法人お よび財団法人である。2000年10月1

日現在の公益法人総数は26,264法 人であ り,そ の うち社団法人は12,889法 人,財 団法人は13,375法

人である。前年同期の公益法人数に比較 して全体で0.3%減 少 している(総 務省編[2001]pp.2,23-

24)o

(2)「 主務官庁」という語は民法上の規定において使用 されている。1996年 の新指導監督基準等では,

「所管官庁」 という語が使用 されている。所管官庁 という語が使用 されているのは,公 益法人の指導監

督に係る事務を実施する官庁には,主 務官庁の1府10省 だけでな く,主 務官庁の権限に属する事務を

処理することとされている都道府県知事等など様々なものがあるか らである。 なお所管官庁総数は292

ある(総 務省編[2001]p.7)。 本稿では,主 務官庁 と所管官庁 との区別はことさら留意 しない。

(3)指 導監督体制の整備の過程は岡村([2000a]pp.1-2)に 依っている(た だし一部修正 している)。

(4)1971年 の 「公益法人の指導監督に関する行政監察結果に基づ く勧告」お よび1985年 の 「公益法人の

指導監督等 に関する行政監察結果報告書」の抜粋は,番 場 ・新井([1986])に 掲載 されている。1971

年行政監察勧告の主要な内容は以下のようであった。①公益法人の設立の認可等 に係る基準の作成,定

款等の変更の認可 に係 る統一的な基準の作成,② 提 出を義務づける書類の範囲お よび提 出期限の再検

討,③ 公益法人の会計 ・経理 に関する事務処理の基準の制定 と適切 な指導,④ 公益法人管理台帳の整

備,⑤ 公益法人に対する業務お よび財産の状況の検査の強化,⑥ 事業活動が行われていない法人等の整

理,⑦ 共管法人の取 り扱いの明確化および官庁在職職員の役員兼務の抑制(総 理府編[1997]pp .40-

41)0

(5)協 議会で作成された申し合わせには,次 の ようなものがある。①公益法人設立認可審査基準に関する

申し合わせ,② 公益法人設立認可申請書の添付書類等に関する申し合わせ,③ 公益法人管理台帳の申し

合わせおよび④共管法人の取扱の申し合わせ(総 理府編[1997]p .42)。1979年 の民法改正では,主 務

官庁の監督命令権(第67条 第2項)や 設立許可取消権(第71条)な どが規定された。

(6)1985年 の行政監察の勧告事項は次の ようであった。①中間法人制度の創設,② 公益法人の事業内容

の是正 ③公益法人の指導監督に対する方針の明確化 ・統一化,④ 休眠法人の整理促進および⑤ 公益法

人の指導監督行政に関する総合調整の促進(総 理府編[1997]p .46)。 なお中間法人制度については,

総務庁行政監察局([1992]pp.110-112)で 触れ られている。

(7)例 えば,東 京都総務局行政部指導課による寄附行為雛型(財 団法人)第5条 の規定は次のようにな
っ

ている。「この法人の財産は,次 に掲げるものをもって構成す る。(1)財 産 目録に記載 された財産

(2)会 計年度内における次に掲 げる収入 ア財産か ら生ずる収入 イ寄附金品 ウ補助金等 工事業に
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伴 う収入 オその他の収 入」

(8)こ のような状況の説明は番場([1979]PP・1-3)に 依っているが,そ こでは,大 石良雄 「公益法人の

会計経理に関する研究調査を委託するに当って」 という論文に依拠 して記述 されている。

(9)大 石良雄 「公益法人の会計経理に関する研究調査を委託するに当って」(番 場[1979]p.4)

(10)そ こでの委託事項は以下のようであった。①公益法人の会計制度を確 立することの必要性について,

②公益法人に共通的に適合す る会計処理基準設定の必要性 とその可能性 について,③ 公益法人に適用す

べ き会計原則について,④ 公益法人会計の帳簿組織について,⑤ 公益法人会計における会計方式につい

て,⑥ 公益法人の収入 ・支出予算に必要な標準的勘定科 目について,⑦ 公益法人の予算及び決算関係書

類の標準的な作成方法について,⑧ 公益法人の公益事業会計 と収益事業会計の区分経理の処理方法につ

いて,⑨ その他関連事項について(番 場[1979]P・5)。

(lD調 査研究会では,公 益法 人会計に関する次のような事項について具体的な調査研究が進められた。①

公益法人会計の目的,特 徴等の明確化,② 公益法人会計の …般的な会計基準の樹立,③ 公益法人会計に

おける具体的な会計処理方法及び計算書類の作成方法(番 場[1979]p.5)。 調査研究会は1973年7月

30日 に第1圓 の会議を開催 してか ら,総 会を3回,起 草委員会を8回 開 き,ま たその間に随時に分科

会による研究が行われたとされている(74年 会計基準案 まえが き)。74年 会計基準案はほとんどそのま

ま77年 会計基準 となる。

(12)検 討の間の主たる議論の対象は次のような点であった。(1)会 計基準の性格,取 扱い等について,①

本基準の適用範囲をどうするか,② 本基準以外の公益法人に関する会計基準 との関係,③ 都道府県知事

等の許可にかかわる地方公益法人の取扱 い方,④ 各公益法人に対する指導 をどうするか,⑤ 本会計基準

の実施時期をいつにするか,② 会計基準の内容について,⑦ 取引の計上基準,② 固定資産の減価償

却,③ 収支計算書における正味財産増減計算の部の設定の是非,④ 勘定科 目の取捨選択,⑤ その他文

章,字 句の表現等の修正(番 場[1979]p.6)。

(13)77年 会計基準では 「予算書」という名称が使用されているが,!985年 の改正会計基準では 「収支予

算書」 という名称が使われる。予算書 または収支予算書に係る…般原則の文言は同 じである。

(14)例 えば,次 のような見解がある。すなわち,77年 会計基準は,「官庁会計方式を淵源 とすると思われ

る資金の収支を本流とし,す べての会計の処理及び報告 を資金収支会計を基礎にして行う仕組みに して

いる」(若 林[1983]p.93)。 この見解は新井([1989]pp.969-971)で も紹介 されている。

(15)こ こで85年 会計基準について少 し触れることとする。77年 会計基準 は翌78年 か ら適用 されたが,

適用す る公益法入が多 くなるに伴い,会 計基準は難 しい,収 益事業に適用することが困難である等の理

由か ら改正を求める意見が強 くなった。 このため,公 益法人監督事務連絡協議会は1982年7月 に会計

基準を見直すことにし,同 年9月 に学識経験者に基準の問題点 と改善策,基 準改正案 の作成 を依頼 し

た。学識経験者は 「公益法人会計基準検討会」 と 「ワーキ ンググループ」 を設けて検討 し,19$3年11

月に公開試案 「公益法人会計基準の見直 しについて」 を公表 して意見等を取 り入れるなどをして,1984

年6月 に当協議i会に報告書を提出した。当協議会は,基 準適用の拡大,適 正な実施の指導,現 行基準 と

の連続性の確保等の指導監督上の観点か ら約1年 余 り検討会提案の基準案 を検討 し,翌1985年9月 に

改il案 が決定された。

主な改iE点 は次のとお りである。①正味財産増滅計算書の新設(ス トック式 とフロー式),② 基本金

および剰余金の廃止,③ 資金の範囲は原則 として現金預金および短期金銭債権債務 とする,④ 固定資産

の減価償却は従来どお り強制しない,⑤ 退職給与引当金は正味財産増減計算書に記載する(内 閣総理大

臣官房管理室編[1985]pp,4-6)。

(16)85年 会計基準では,貸 借対照表.Lの 正味財産の部について内書 きにて基本金を記載することとして

いる。77年 会計基準の剰余金の概念は完全に廃ILさ れている。

{17)85年 会計基準の基本金の定義 においても,実 は,恣 意性 とい う本質的な問題が解消 されたわけでは

ない、,今度は,基 本財産と非基本財産との区分において依然 として恣意性の問題が起 こりうる。この点

について,次 のような指摘がある。すなわち,「…基本財産の増減が理事者の都合のよい ように決定 さ
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れうるとすれば,基 本金の恣意的な増減が抑制 されて も尻抜 けの結果が うまれる。新会計基準による公

益法人の経理の適正性を強化するには,法 人の活動状況に照らして基本財産の大 きさを適正に決定する

ための判断基準 を確立するとい う課題,法 人の各種利害関係者を納得せ しめるに足 る基本財産決定の明

確な基礎理論を樹立するという課題が解決 されなければならないのである。」(内 閣総理大臣官房管理室

編[1985]P・28)

(18)85年 会計基準 は,フ ロー式正味財産増減計算書について次の ように規定 している。すなわち,「 …た

だし,資 産及び負債の各科 目別に増加額及び減少額 を記載する方法に代えて,当 期正味財産増加額(減

少額)の 発生原因を示す方法を用いることができる。」(85年 会計基準,第5,2)

(19)85年 会計基準の前文では次の ような取 り扱いを定めている。すなわち,「 主務官庁は,こ の会計基準

をすべての公益法人に適用するよう指導するもの とする。」(前 文,3)ま た,86年 指導監督基準では,

「公益法人は,設 立 目的の達成等のため,健 全な事業活動を継続するに必要な確固とした財政的基礎 を

有するとともに,適 切 な会計処理がなされなければならない」 として,「 原則 として公益法人会計基準

に従い,適 切 な会計処理を行 うこと」が求め られている(86年 指導監督基準5)。85年 会計基準 は,特

別な事業に対する部分的な適用除外について次のように規定 している。すなわち,「 この会計基準は,

公益法人が行う事業のうち,一 般に公正妥当と認め られる企業会計の基準 を適用することが より合理的

な事業 については,こ れを適用 しない。」(85年 会計基準第1・1・(2))

(20)85年 会計基準が適用 される前の85年 行政監察結果(1983年 か ら84年 の調査)に よれば,企 業会計

の基準を適用 している法人は8.5%(調 査総数2,718法 人)で あった(新 井[1989]p.1070)。2001年

版公益法人白書によると,企 業会計基準を適用 している法人は4.3%(1,117法 人)で ある(総 務省編

[2001]p。18)。 この比率を単純に比較すれば,企 業会計基準 を適用 している法人は約半減 している。

これからすれば,85年 会計基準の狙いは成功 しているといえそうである。2001年 版公益法人白書 によ

ると,収 益事業 を行い,そ の部分に関 して企業会計基準 を適用 している等により公益法人会計基準 を一一

部に適用 しているものが20.1%(5,274法 人)あ る。なお,公 益法人会計基準を完全 に適用 している法

人は69.6%(18,278法 人)で ある(総 務省編[2001]p.18)。 ただ,フ ロー式正味財産増減計算書が

どれほど採用 されているかは,デ ータがないのでわか らない。

また,77年 会計基準 はご く小規模の公益法人を念頭に置いているとされるが,こ れ との対比でいえ

ば,85年 会計基準は収益事業兼営法人をも対象 とするとい うことであるから,少 なくとも中規模以上

の公益法人を念頭に置いていた というべ きであろう。2001年 版公益法人白書によれば,税 法上の収益

事業 を届 出ている法人は8,812(全 体比33.6%)で あ り,収 益事業規模が1億 円以上の法人は3,419

(収益事業届出法人の うち約39%)に 及ぶ。

(21)「 公益法人会計基準の見直 しに関する試案」(1983年11月7日 付)に 関する意見等が検討 された後

に,ス トック式とフロー式の正味財産増減計算書の両者を定め,こ れを任意選択 とする改正案が作成 さ

れた。内容的には,ス トック式 を選択 したときは,当 期正味財産増減額の重要な発生原因を注記させ ,

またフロー式 を選択 したときは,資 産および負債の重要な科 目別増加額および減少額を注記させる とい

うもの であった(新 井[1989]pp.ailiii)。 どち らかが"原 則",他 方が"例 外"と い うことはな

く,両 方式が"同 格"・"同 列"と して扱われていた。 しか し,最 終的には,ス トック式が"原 則聾すな

わち"本 則",フ ロー式が 科例外"す なわち"但 書"と され,フ ロー式を選択 したときのみ注記するこ

とが85年 会計基準において定められることになった。このような正味財産増減計算書 に関する原則 ・

例外の扱いは,77年 会計基準において構築 された指導監督型会計 フレーム ワークを維持することに

あったのではないか と推測される。
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